
(１) 意見募集期間　　平成２９年５月１日（月）～平成２９年５月３１日（水）

(２) 提出方法別の提出人数と意見の件数

提出方法 提出人数（人） 意見件数（件）

電子メール 6 6

直接持参 0 0

郵  　　便 0 0

Ｆ  Ａ  Ｘ 0 0

合  　　計 6 6

「八尾市公共施設マネジメント実施計画（素案）」に対する
市民意見提出制度（パブリックコメント）の実施結果と市の考え方について

　「八尾市公共施設マネジメント実施計画」を策定するにあたり、八尾市市民参画と協働のまちづくり基本条例第１２条の規定に基づき、検討途中の
素案を公表し、市民意見提出制度（パブリックコメント）を実施しました。その結果と提出された市民意見に対する市の考え方を公表します。
　ご提出いただいたご意見等は、趣旨を損なわないように要約するとともに、同じ趣旨のご意見については、まとめて回答します。



(３) 意見の概要と市の考え方
①素案の記載事項に関する意見
ア．「公共施設マネジメントに関する基本方針」に関すること

NO 該当ページ及び項目

1

P9-10
「公共施設マネジメント
に関する基本方針」他

2

P10-24
「公共施設マネジメント
に関する基本方針」他

3

P10-13
「公共施設マネジメント
に関する基本方針」

この基本方針全体を通して、八尾市の財政事情など主体的条件に
ついては多く述べられているが、各施設の社会的役割や法律上の
要請基準をどのように優先順位に取り入れるかは示されていない。
例えば昨年施行された「障害者差別解消推進法」が要求している
「合理的配慮」について、八尾市の多くの公共施設においてそれに
違背する実態があり、エレベーター設置など市民の要望指摘にもか
かわらず殆ど手が付けられていない。機能更新の判断においては、
こうした社会的、法的要請のあるものを最優先すべきと考える。

本計画素案の中では、公共施設としての安全性の確保等の視点で
の優先順位をお示ししておりますが、ご指摘の社会的、法的要請の
あるものにつきましても各施設の具体的な整備等を進める中で確実
にその要請に応えられるように配慮していきたいと考えております。

市民意見の主な内容 市の考え方

「施設の複合化・統合化」について「市民ニーズに的確に対応した施
設の効率的な配置を検討します」とあるが、「的確な市民ニーズ」は
どのように把握するのか。また、「効率的な配置」とは、何を基準とし
た「効率」なのか。（市民サービスの水準や提供状況によっては、単
なるコスト論の効率性だけでは測れないものもあるかと思うので、こ
れらについてどうように考えているのか。）「一定のサービス（機能）
が維持できる場合」とあるが、何をもって「一定のサービス」とするの
か。
「取り組みをより効果的なものとする」とあるが、ここでの「効果」とは
何を基準にしているのか。

持続可能な行政運営のためにコスト論の効率性は重要なことではあ
りますが、本市の公共施設マネジメントにおきましてはその点だけを
注視するのではなく、限りある財源の中にあっても市民サービスの充
実をめざし取り組みを進めているところです。したがって一概に基準
や数値目標を設定することは難しく具体的な目標値は掲げておりま
せんが、市民の満足度を高めていくことが最も重要であると考えてお
ります。なお、できる限り的確に市民の満足度を捉え、また、広く市民
意見を反映させていく手法については今後も引き続き検討を進めて
まいります。

「過去5年間の投資的経費+維持補修費」の表にあるように総務費
が施設や利用頻度が減少する中増え続けている。中長期に至って
これがどのくらい増大するかが不安である。基本方針の中では管理
運営の見直しや、人員体制の見直しなど改善策が列挙されている
が、果たして、チェック体制が担保できるかが不安である。第3者機
関の公正なチェック体制を導入してはどうか。各公共施設の運用を
見える化し、クラッシュ＆ビルドの考え方も必要と思う。又、環境へ
の配慮も合わせて必要と考える。

ご指摘の総務費が増加した理由としては、出張所等の機能更新をは
じめ、大規模な修繕等の対応が生じたことによるものですが、今後、
公共施設の修繕や更新にかかる費用については増加が見込まれま
す。このような状況の中、本計画素案に記載の「公共施設マネジメン
トに関する基本方針」に基づき、短中期的な視点における維持保全
と、長期的な視点における再編・再配置等、各取り組みを堅実に進
めていくことで持続可能な行政運営を行っていきたいと考えておりま
す。また、本計画に基づき取り組みを進める中で公共施設の抱える
課題や現状について見える化し、市民と共有しながら適切に取り組
んでまいります。なお、既に導入しております省エネルギー化の設備
改修手法であるESCO事業を引き続き活用する等、環境面への配慮
も行いながら、効率的・効果的に計画を進めてまいります。



イ．「公共施設マネジメントの実践」に関すること

NO 該当ページ及び項目

1

P16-19
「公共施設の保全につ
いて」

2

P20
「再編再配置を含む機
能更新について」

②その他素案の記載事項以外に関する意見　

NO 該当ページ及び項目

1

コミュニティセンター等
について

「地域コミュニティの活性化の推進」併せて「その拠点となるコミュニ
ティセンター等のさらなる充実が重要」とお考えであるという点にお
いて、ある団体の委員等として地域で活動をしている場合にもコミュ
ニティセンターを活用したいが、ミーティングには使えても目的に
よっては貸して頂けない実態がある。一般の団体にも広く貸し出す
ことで施設の回転率も上がるし、収入にもつながると思うがどうか。
さらなる有効活用という点で意見させて頂いた。

コミュニティセンターにつきましては、地域のコミュニティ活動の拠点
として、市民一般の集会や各種行事に使用し、地域の人々がお互い
に交流を深め、自主的な活動を進めていくことを目的に設置しており
ます。
このような目的から、同施設の使用料についても、地域活動を促進
する市民に対し過度な負担とならないよう、最低限の受益者負担を
いただく料金設定となっております。したがって、営利目的とする活動
や特定団体の会員を獲得・勧誘するような活動と見受けられるもの
については、コミュニティーセンターの設置趣旨とは異なることから、
一定の制限を行っているところです。

市民意見の主な内容 市の考え方

再編再配置を含む機能更新について考え方の原則等が記され、施
設の統合化・複合化や施設管理方法の見直し、さらに推進体制に
ついての記述があるが、それらを判断する際には、複合統合する各
施設の本来の機能や担っている役割、まちづくり全体の中での位置
づけなどについて十分な検討が必要であり、単に効率化の観点か
らのみで進めることは認められない。そのためにも、各施設の建設
経過やその後の利用状況、とりわけ立地地域関係者（団体）等の意
見や要望を反映するための協議機関の設置は不可欠である。推進
体制に関して示された概念図によっても市民・利用者は外部関係に
過ぎずどのようなコンセンサスや要望の反映を図るのか明示されて
いない。事業の客観性や公正さ、合目的性の確保、まちづくりの中
での位置づけのためにも地元組織や利用者との協議、合意は不可
欠である。

計画素案P20「公共施設機能更新等の考え方の原則」に新たに「市
民との協働」を追加し、「公共施設の再配置等は市民生活に少なか
らず影響を与えますが、市民利用の多い施設について特にその影響
は大きいと考えます。したがって施設の目的に応じて市民との協働
で機能更新等を進めます。」とします。

 「施設の長寿命化」について、各施設の目標耐用年数はどのように
なっているのか。建築物の解体による環境負荷の観点や施設量が
全国平均より少ないことを考慮すれば、極力建築物の解体を行な
わず利活用する方向での検討が必要かと思う。この目標耐用年数
の設定によって将来的コストの状況が大きく変わることから、この設
定については専門的知見を示しつつ市民的議論で行う必要がある
のではないか。

本計画素案の中では、概ね目標耐用年数60年以上をめざすこととし
ておりますが、建物の構造やこれまでの改修履歴等により各施設そ
れぞれ状況は異なっています。ご指摘の点につきましては今後本市
が公共施設マネジメントを進めていく中で詳細に検討を進めていきた
いと考えております。

市民意見の主な内容 市の考え方


